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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第39期

第２四半期連結
累計期間

第40期
第２四半期連結
累計期間

第39期

会計期間

自　平成26年
　　３月１日
至　平成26年
　　８月31日

自　平成27年
　　３月１日
至　平成27年
　　８月31日

自　平成26年
　　３月１日
至　平成27年
　　２月28日

売上高 （千円） 14,122,307 15,736,571 26,805,018

経常利益 （千円） 719,013 656,836 1,098,216

四半期（当期）純利益 （千円） 269,967 488,265 503,869

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 291,105 513,597 549,317

純資産額 （千円） 7,311,126 7,777,055 6,554,338

総資産額 （千円） 17,212,519 17,934,440 15,761,460

１株当たり四半期（当期）純

利益金額
（円） 43.74 99.71 86.53

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － 99.66 －

自己資本比率 （％） 42.4 41.5 41.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 524,808 1,077,054 1,081,958

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △102,575 151,765 △1,062,048

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 547,805 481,513 94,604

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（千円） 2,389,128 3,243,937 1,533,604

 

回次
第39期

第２四半期連結
会計期間

第40期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成26年
６月１日

至　平成26年
８月31日

自　平成27年
６月１日

至　平成27年
８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 31.15 65.21

（注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　２.売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.第39期第2四半期連結累計期間及び第39期については、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益金額を記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動については、当第２四半期連結会計期間において、県西中央青果株式会社の株

式を50.7％取得したことで、平成27年８月31日現在において、当社グループは当社、子会社10社及び関連会社4社に

より構成されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績、雇用環境の改善などにより緩やかな景気

回復基調となっているものの、個人消費につきましては、円安による物価の上昇や消費税増税後の節約志向などか

ら、引き続き厳しい状況が続いております。

食品業界におきましては、消費者の安全・安心、低価格志向が続く中、円安による原材料価格高騰への対応、

フードディフェンスを含めた食の安全・安心への取り組み強化や価格競争の激化、少子高齢化への対応などが求め

られております。

このような状況のもと、当社グループは、全国の製造・販売拠点を活用した営業活動、ＣＭなどの広告宣伝活

動及び売場提案などの販売促進活動を積極的に実施し、既存得意先への拡販や新規取引先の開拓を行いました。

製品開発面では、「ご飯がススムキムチ」のリニューアル、㈱湖池屋監修の「ご飯がススム　カラムーチョキ

ムチ」及び大人気キャラクター「ふなっしー」とのコラボキムチ「ご飯がススム ふなっしーの梨キムチ」などの

開発を行い、販売を開始いたしました。

また、国産野菜の調達方法の多様化や国産野菜の産地における生育状況や取引価格動向などの情報収集の強化

を目的として、県西中央青果㈱を６月に子会社といたしました。

売上高は、「ご飯がススムキムチ」などのキムチ製品や惣菜製品が好調に推移しました。利益については、第

１四半期などにおける原料産地の日照不足などの天候不順により、主要な原料野菜である白菜や胡瓜などが高騰し

影響を受けました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は15,736百万円（前年同四半期比11.4％増）、営業利

益は633百万円(同6.5％減)、経常利益は656百万円(同8.6％減)、四半期純利益は488百万円（同80.9％増）となり

ました。

 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて2,172百万円増加し、17,934百万円となり

ました。これは主に現金及び預金、受取手形及び売掛金の増加によるものであります。

　負債については、前連結会計年度末に比べて950百万円増加し、10,157百万円となりました。これは主に支払手

形及び買掛金及び長期借入金の増加によるものであります。

　純資産は前連結会計年度末に比べて1,222百万円増加し、7,777百万円となりました。これは主に自己株式の処分

によるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

1,710百万円増加し、3,243百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は、1,077百万円(前年同四半期は524百万円の増加)となりました。収入の主な要因は

税金等調整前四半期純利益、減価償却費、仕入債務の増加であり、支出の主な要因は売上債権の増加及び法人税等

の支払額であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の増加は、151百万円(前年同四半期は102百万円の減少)となりました。収入の主な要因は連

結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入、支出の主な要因は有形固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の増加は、481百万円(前年同四半期は547百万円の増加)となりました。収入の主な要因は長

期借入れによる収入及び自己株式の売却による収入であり、支出の主な要因は長期借入金の返済及び配当金の支払

額であります。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費は95百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,592,000

計 23,592,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年８月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年10月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,398,000 6,398,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数　100株

計 6,398,000 6,398,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成27年６月23日

新株予約権の数（個） 92（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）
株式1株当たりの払込金額を1円とし、これに各新株予

約権の目的である株式の数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間
自 平成27年７月18日

至 平成57年７月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  １株当たり   1,026

資本組入額 １株当たり     513（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注）４

（注）１　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という）は100株とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　　　　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して

資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合

で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

また、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必

要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知又は公告する。

EDINET提出書類

株式会社ピックルスコーポレーション(E00512)

四半期報告書

 6/22



ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公

告する。

２ (1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げる。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３ (1)新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降、当該喪失した地位に基づき割当てを受け

た新株予約権を行使することができる。

(2)上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

（3）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸

収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割が

その効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権

をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めるこ

とを条件とする。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注）１に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

ができる期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）２に準じて決定する。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(8)新株予約権の取得条項

下記（注）５に準じて決定する。

(9)その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）３に準じて決定する。

５ 以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取

得することができる。

(1)当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2)当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3)当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(4)当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案

(5)新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要

すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて

の定めを設ける定款の変更承認の議案
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成27年６月１日～

平成27年８月31日
－ 6,398,000 － 740,900 － 707,674
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（６）【大株主の状況】

  平成27年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

東海漬物株式会社 愛知県豊橋市駅前大通２－28 1,276 19.95

荻野芳朗 埼玉県所沢市 254 3.98

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７－４－１ 183 2.86

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 180 2.81

株式会社セブン－イレブン・ジャパン 東京都千代田区二番町８－８ 140 2.19

ピックルスコーポレーション従業員持株会 埼玉県所沢市くすのき台３－18－３ 114 1.78

株式会社武蔵野銀行 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１-10-８ 100 1.56

南紀梅干株式会社 和歌山県日高郡みなべ町晩稲1225－５ 95 1.48

長田ヒデ子 東京都練馬区 90 1.41

大羽恭史 愛知県豊橋市 89 1.41

計 － 2,523 39.44

（注）　上記のほか、自己株式が1,361千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    1,361,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 5,035,400 50,354 －

単元未満株式 普通株式　　 　　1,100 － －

発行済株式総数 6,398,000 － －

総株主の議決権 － 50,354 －

（注）　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式14株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年８月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ピックルスコーポ

レーション

埼玉県所沢市くすのき台３

－18－３
1,361,500 － 1,361,500 21.28

計 － 1,361,500 － 1,361,500 21.28
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
県西中央青果株式会社
代表取締役社長

取締役 物流管理センター長 大羽邦明 平成27年７月15日
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年６月１日から平

成27年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,533,604 3,364,510

受取手形及び売掛金 3,070,683 3,410,379

商品及び製品 145,994 169,444

仕掛品 43,914 49,255

原材料及び貯蔵品 193,325 202,815

繰延税金資産 54,003 53,838

その他 45,350 36,706

貸倒引当金 △2,992 △3,612

流動資産合計 5,083,885 7,283,337

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,747,227 2,712,044

機械装置及び運搬具（純額） 864,465 808,347

土地 6,153,556 6,182,514

リース資産（純額） 113,322 127,940

その他（純額） 35,627 39,189

有形固定資産合計 9,914,199 9,870,037

無形固定資産 64,058 58,253

投資その他の資産   

投資有価証券 440,168 456,271

繰延税金資産 161,915 161,597

その他 97,235 104,943

投資その他の資産合計 699,318 722,811

固定資産合計 10,677,575 10,651,102

資産合計 15,761,460 17,934,440
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,344,672 3,104,566

短期借入金 1,500,000 1,450,000

1年内返済予定の長期借入金 1,067,797 1,103,862

リース債務 52,823 49,231

未払法人税等 278,752 281,266

賞与引当金 87,735 89,279

役員賞与引当金 44,020 －

その他 986,759 1,065,016

流動負債合計 6,362,559 7,143,223

固定負債   

長期借入金 1,958,131 2,099,009

リース債務 86,271 92,629

繰延税金負債 16,439 19,804

役員退職慰労引当金 142,992 －

退職給付に係る負債 276,022 289,375

負ののれん 322,226 303,456

その他 42,479 209,887

固定負債合計 2,844,562 3,014,161

負債合計 9,207,122 10,157,385

純資産の部   

株主資本   

資本金 740,900 740,900

資本剰余金 669,100 870,763

利益剰余金 6,303,582 6,721,430

自己株式 △1,259,485 △1,006,630

株主資本合計 6,454,097 7,326,463

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 90,924 113,664

その他の包括利益累計額合計 90,924 113,664

新株予約権 － 2,357

少数株主持分 9,316 334,570

純資産合計 6,554,338 7,777,055

負債純資産合計 15,761,460 17,934,440
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

売上高 14,122,307 15,736,571

売上原価 10,689,751 12,203,621

売上総利益 3,432,555 3,532,950

販売費及び一般管理費 ※ 2,754,570 ※ 2,899,362

営業利益 677,985 633,588

営業外収益   

受取利息 2 4

受取配当金 3,274 3,729

負ののれん償却額 18,770 18,770

持分法による投資利益 9,941 －

受取賃貸料 13,154 21,174

事業分量配当金 3,752 5,345

その他 12,429 13,048

営業外収益合計 61,325 62,072

営業外費用   

支払利息 10,416 8,423

持分法による投資損失 － 13,269

賃貸費用 9,881 14,353

その他 － 2,777

営業外費用合計 20,298 38,824

経常利益 719,013 656,836

特別利益   

補助金収入 19,890 26,077

負ののれん発生益 － 89,136

特別利益合計 19,890 115,214

特別損失   

固定資産処分損 20,511 2,974

減損損失 132,631 －

特別損失合計 153,142 2,974

税金等調整前四半期純利益 585,760 769,075

法人税等 311,639 278,209

少数株主損益調整前四半期純利益 274,121 490,866

少数株主利益 4,153 2,601

四半期純利益 269,967 488,265
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 274,121 490,866

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 16,983 22,731

その他の包括利益合計 16,983 22,731

四半期包括利益 291,105 513,597

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 286,908 511,004

少数株主に係る四半期包括利益 4,196 2,592
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 585,760 769,075

減価償却費 233,822 259,013

固定資産処分損益（△は益） 20,511 2,974

減損損失 132,631 －

のれん償却額 1,859 1,859

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,273 619

賞与引当金の増減額（△は減少） 97 1,544

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △38,750 △44,020

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,231 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 13,352

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,157 △142,992

負ののれん償却額 △18,770 △18,770

負ののれん発生益 － △89,136

持分法による投資損益（△は益） △9,941 13,269

受取利息及び受取配当金 △3,277 △3,734

支払利息 10,416 8,423

補助金収入 △19,890 △26,077

売上債権の増減額（△は増加） △1,359,648 △336,618

たな卸資産の増減額（△は増加） △80,286 △37,344

仕入債務の増減額（△は減少） 842,690 746,578

その他 469,855 226,800

小計 769,280 1,344,819

利息及び配当金の受取額 4,677 4,434

利息の支払額 △9,513 △8,809

法人税等の支払額 △244,806 △276,439

補助金の受取額 5,170 13,050

営業活動によるキャッシュ・フロー 524,808 1,077,054

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △114,485 △145,905

有形固定資産の売却による収入 3,420 1,692

無形固定資産の取得による支出 △2,969 △5,901

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 293,933

補助金による収入 14,719 13,027

投資有価証券の取得による支出 △3,293 △3,367

その他 33 △1,713

投資活動によるキャッシュ・フロー △102,575 151,765

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 495,100 △50,000

長期借入れによる収入 600,000 650,000

長期借入金の返済による支出 △206,249 △473,057

リース債務の返済による支出 △21,558 △27,373

自己株式の売却による収入 － 451,740

自己株式の取得による支出 △243,059 －

配当金の支払額 △76,427 △69,796

財務活動によるキャッシュ・フロー 547,805 481,513

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 970,038 1,710,333

現金及び現金同等物の期首残高 1,419,090 1,533,604

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,389,128 ※ 3,243,937
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第２四半期連結会計期間末より、県西中央青果株式会社の株式を取得したため、同社を連結の範囲に含めてお

ります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

【追加情報】

（役員退職慰労引当金）

　当社及び連結子会社における役員退職慰労金について、従来、内規に基づき算出した支給見込額を役員退職慰労

引当金として計上しておりましたが、平成27年2月期の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴い

同日までの在任期間に対する退職慰労金を各役員の退任時に打ち切り支給することを決議いたしました。

　これに伴い、第1四半期連結会計期間において「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、固定負債の「その他」

（長期未払金）として計上しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は下記のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
　　至 平成26年８月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
　　至 平成27年８月31日）

運搬費 1,362,462千円 1,528,361千円

給与及び手当 655,676 691,692

賞与引当金繰入額 56,660 59,928

退職給付費用 13,633 12,831

役員退職慰労引当金繰入額 5,077 2,940

減価償却費 26,475 30,823

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日）

現金及び預金勘定 2,389,128千円 3,364,510千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― △120,572

現金及び現金同等物 2,389,128 3,243,937
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年８月31日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月29日

定時株主総会
普通株式 76,734 12 平成26年２月28日 平成26年５月30日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、平成26年４月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式の取得について決議し、当社普通株式300,000株の取得

を行いました。この結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が243,000千円増加し、単元未満株

の買取による増加59千円を含め、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が244,485千円となってお

ります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年８月31日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日

定時株主総会
普通株式 70,417 15 平成27年２月28日 平成27年５月29日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、平成27年５月15日付で、第三者割当による自己株式の処分を実施しました。この結果、当第２四

半期連結累計期間においてその他資本剰余金が201,663千円増加、自己株式が252,854千円減少し、当第２四

半期連結会計期間末において資本剰余金が870,763千円、自己株式が1,006,630千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年８月31日）

　当社グループは、漬物製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年８月31日）

　当社グループは、漬物製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

当社は、平成27年６月18日開催の取締役会において、県西中央青果株式会社の株式を取得することを決議し、平成27

年６月30日に同社株式を取得いたしました。

(1)企業結合の概要

　①被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称 県西中央青果株式会社

　　事業の内容 青果市場の運営

　②企業結合を行った理由

当社グループの主要な原材料である国産野菜の調達方法の多様化が図れるとともに、国産野菜の産地における生

育状況や取引価格動向などの情報収集の強化が実現し、当社グループの事業規模拡大や収益性の向上を期待でき

るものと判断し、本株式取得を実施することといたしました。

　③企業結合日

　　平成27年６月30日

　④企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式の取得

　⑤結合後企業の名称

　　変更ありません。

　⑥取得した議決権比率

　　企業結合日直前に所有している議決権比率 　－％

　　企業結合日に追加取得した議決権比率　　 50.7％

　　取得後の議決権比率　　　　　　　　　　 50.7％

　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が県西中央青果株式会社の発行済株式総数の50.7％に相当する普通株式を現金を対価として取得し、同社を

支配するに至ったためです。

(2)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

みなし取得日を、当第２四半期連結会計期間末としているため、当第２四半期連結累計期間に係る四半期連結損

益計算書には、被取得企業の業績は含めておりません。

(3)被取得企業の取得原価およびその内訳

取得の対価 現金 242,550千円

取得原価 242,550千円

 

(4)発生した負ののれん発生益の金額および発生原因

　①発生した負ののれん発生益の金額

　　89,136千円

　なお、負ののれん発生益の金額は、当第２四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないた

め、入手可能な合理的情報に基づき、暫定的に算定された金額であります。

　②発生原因

　時価純資産額が株式の取得原価を上回ったためであります。

 

EDINET提出書類

株式会社ピックルスコーポレーション(E00512)

四半期報告書

19/22



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年８月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 43円74銭 99円71銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 269,967 488,265

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 269,967 488,265

普通株式の期中平均株式数（株） 6,172,786 4,897,084

 （2）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 － 99円66銭

　（算定上の基礎）   

　　四半期純利益調整額（千円） － －

　　普通株式増加数（株） － 2,248

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）前第2四半期連結累計期間については、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年10月15日

株式会社ピックルスコーポレーション

取締役会　御中

 

監査法人日本橋事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　村　　浩　太　郎　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 千　　保　　有　　之　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士

 

新　　藤　　弘　　一　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピック

ルスコーポレーションの平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27

年６月１日から平成27年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年３月１日から平成27年８月31日まで)に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピックルスコーポレーション及び連結子会社の平成27年８月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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